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平成２３（ヨ）第２９号　仮処分命令申立事件
債 権 者     　Ａ1 ほか１３名
債 務 者     　郡山市　

証　拠　説　明　書 （４）
２０１１年９月９日

　福島地方裁判所郡山支部民事部  御中

　　　　　　　　　　　　　　　　債権者ら訴訟代理人弁護士　柳　原　　敏　夫
　

　書証（甲４５～６３）

甲
標　　　　　目
(原本・写しの別)

作　成
年月日

作成者 立　証　趣　旨 備考

４５ 署名に関する報告書
（３）

原 2011.8.26 債権者ら代
理人　安藤
雅樹

疎開をすることを認める決定を
求める署名が8/26時点で１５，
１０７人集まっていること

４６ 署名に関する報告書
（４）

原 2011.9.9 同上 疎開をすることを認める決定を
求める署名が9/9時点で２２，０
６８人集まっていること

４７ 陳述書に関する報告書 原 同上 同上 認容決定を求めて、多くの市民
が陳述したもの

４８
の１
～２

小中学校の設置場所に
ついて（教育法規便
覧）

写 文科省 市町村が小・中学校を設置する
際、その区域内に設けるのが原
則であるが、やむをえない理由
がある場合は区域外に設けるこ
ともできることを文科省の通達
で示した

４９ 意見書 原 2011.9.8 琉球大学名
誉教授
矢ヶ崎克馬

第1 郡山市と汚染度が同程度の
地域で、チェルノブイリ後に多
量の健康被害が生じている
第2 放射線による分子切断が被
曝の起源
第3 放射線の作用―内部被曝の
危険
第4 放射線被害の隠ぺいとICRP
第5 現に進行している被曝の回
避に全力をー日本を被曝地獄に
してはならないー

５０ 「なぜ自主避難しない
のか、できないのか」

原 2011.9.5 Ａ２ ・Ａ３
の母

債権者の親たちが自主的にでも
避難しようと考えつつ、それが
できなくてどれほど苦しんでい
るかについて

５１ 陳述書 原 2011.9.8 Ａ１１・Ａ　同上
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１２の母
５２ 陳述書（埼玉県三郷市

民の立場から）
写 2011.9.7 「放射能か

ら子ども達
を守ろう
みさと」
代表
名取知衣子

１、市の行う計測について
２、保護者による計測でわかっ
たこと
３、土壌調査からわかったこと
４、学校の対応と保護者の不安
５、転校について

別紙

５３
の１
～２

「土壌の核種分析結果
(セシウム１３４、１
３７)について」（抜
粋）

写 2011.8.30 文科省 各地の放射性セシウムによる土
壌汚染の測定により、郡山市の
汚染程度をチェルノブイリとの
比較が可能になったこと。

５４ 報告書(２) 原 2011.9.8 債権者代理
人柳原敏夫

１、郡山合同庁舎の空中線量の
測定値に基づいて、本年3月１２
日から５月２５日までの積算値
を計算。
２、郡山合同庁舎の空中線量の
測定値に基づいて、本年3月１２
日から８月末までの積算値を計
算。

５５
の１
～３

報告書(３) 原 同上 同上 甲５３のデータから、債権者ら
が通う学校の汚染程度をマップ
で示す

地 図

添付

５６ アエラ２０１1 年６月

27 日号『放射能「凶悪

度」ランキング』

写 2011.6.27 朝日新聞出
版

甲５８のデータに基づき、福島
原発事故で、発電所から放出さ
れた放射性物質の危険性を解説

５７ 書籍「これでわかる
からだのなかの放射
能」

写 2011.7.15 立命館大学
名誉教授
安斎育郎

ストロンチウム９０が厄介であ
る３つの理由について

５８
の１
～２

「東京電力株式会社福
島第一原子力発電所の
事故に係る１号機、２
号機及び３号機の炉心
の状態に関する評価に
ついて」

写 2011.6.6 原 子 力 安
全・保安院

事故直後から3号機が爆発した後
の3月16日までに、１号機、２号
機及び３号機の合計で、どれだ
けの放射性物質が大気中に放出
されたかの試算したデータ

５９ 週刊現代『公開された
資料で判明報じられな
かったプルトニウム
「大量放出」の事実』

写 2011.9.6 講談社 甲５６と同じ

６０ 新聞記事 写 2011.8.24 福島民報 原発事故以来、福島県の小中学
生のうち県外の学校への転校を
申し出た８７５３人の四分の三
程度が「放射能による不安」を
理由に挙げていること。

６１ 記事『原発周辺住民は
「ヨウ素剤飲むべき

写 朝日新聞社
ウェブ版

原発の事故で周辺住民が飛散し
た放射性ヨウ素を空中や食品か
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だった」識者が指摘』 ら体内に取り込むことによる甲
状腺の被曝は、健康被害を予防
する安定ヨウ素剤を飲むべきレ
ベルだった可能性があることが
放射線事故医療研究会で指摘さ
れたこと。

６２
の１
～２

報告書 "20 years after
Chornobyl Catastrophe
FUTURE OUTLOOK
National Report of
Ukraine"（抜粋）

写 2006 ウクライナ
政府

１、小児・青年の甲状腺癌が事
故後20年間に著増している
２、小児の疾病罹患率が、汚染
地域では著増。
３、被曝した小児で健康な割合
が1986～1987年では27.5％だ
が、2003年では7.2％に減少

訳 文

添付

６３ 報告書（Ａ２・Ａ３が
通う中学校の校庭の測
定結果）

原 2011.9.7 Ａ２ ・Ａ３
の父

子供が通う学校の校庭で測定器
で自主的に空中線量を測定した
ところ、公表された値の３倍も
高い結果が出たこと。

以　上


